
（２）決議事項 第三号議案 総会運営規則、役員の報酬等及び費用に関する規程変更の件 

 

＜総会運営規則の変更＞ 

現行規則 変更案 

第４条 総会の議事 第４章 議長及び議事 

（新設） （議長の資格） 

第７条 総会の議長となる者は、定款第１４条の定

めによる。 

２ 総会の開会後に選出された議長は、その議事が

終了するまでその資格を有する。 

（新設） （仮議長） 

第７条の１ 定款第１４条第２項の定めにより、総

会において議長を選出しようとする場合には、副

会長又は専務理事の中から予め定められた順序

により仮議長となり、議長選出に関する議事を行

う。 

２ 仮議長は第１項の議事に当たり、第７条の２の

権限を有する。 

（議⾧の権限） 

第７条  

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

（議長の権限） 

第７条の２  

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

（理事等の報告又は説明） 

第１２条 

１ （略） 

２ （略） 

３ 一般法第４３条、第４４条又は第４９条第３項

の規定により正会員から提案があった場合、議⾧

はその正会員に議題の説明を求め、また、理事又

は監事に対してこれに係る意見を述べさせるこ

とができる。 

 

４ （新設） 

（理事等の報告又は説明） 

第１２条 

１ （略） 

２ （略） 

３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

第４３条、第４４条又は第４９条第３項の規定に

より正会員から提案があった場合、議長はその正

会員に議題の説明を求め、また、理事又は監事に

対してこれに係る意見を述べさせることができ

る。 

４ 理事又は監事は、質問が次の理由に当たるとき

は、説明を保留することができる。 

（１） 質問事項が総会の目的事項に関するもの以外

のものであるとき 

（２） 説明をすることにより正会員の共同の利益を

著しく害すると認められるとき 

（３） 説明をすることにより他の者の権利を侵害す

ることとなると認められるとき 

（４） 説明をするために調査をすることが必要であ

ると認められるとき 



（５） 質問が重複するとき 

（６） その他説明を保留することにつき正当な理由

があるとき 

（新設） （議長不信任動議の審議） 

第１４条の２ 議長は、当該議長の不信任の動議

に当たってもその職務を行うことができる。 

（出席した正会員の議決権の数） 

第１６条 

１ （略） 

２ （新設） 

 

 

 

３ （新設） 

（出席した正会員の議決権の数） 

第１６条 

１ （略） 

２ 前項において、議決権行使書面を提出した正

会員の議決権の数を出席した正会員の議決権の

数に算入するのは、招集通知に記載された議題及

びその修正案の決議に限る。 

３ 修正案の採決については、原案に賛成の旨が

記載された議決権行使書面は修正案に反対とし

て、原案に反対又は棄権の旨が記載された議決権

行使書面は修正案の採決につき棄権としてそれ

ぞれ取扱うものとする。 

（議事の経過及びその結果の報告） 

第２２条 議⾧は、欠席した正会員に対して、書面

又は電磁的方法をもって議事の経過及びその結

果の概要を遅滞なく報告するものとする。 

２ 前項の報告については、総会の議事の経過及

びその結果の概要を、機関紙又はホームページに

掲載するものとする。 

（欠条） 

第２２条 （空） 

 

「別 表」 

議事録記載事項 

１ 開催された日時及び場所 

２ 議事の経過の要領及びその結果 

３ 決議を要する事項について特別の利害関係を有する正会員があるときは、当該正会員の氏名 

４ 次の意見又は発言があるときは、その意見又は発言の内容の概要 

 イ 監事が監事の選任若しくは解任又は辞任について意見を述べたとき 

 ロ 監事を辞任した者が、辞任後最初に招集された総会に出席して辞任した旨及びその理由を述べた 

とき 

ハ 監事は、理事が総会に提出しようとする議案、書類等について調査の結果、法令若しくは定款に違反し又

は著しく不当な事項があるものと認めて、総会に報告したとき 

５ 総会に出席した理事、監事の氏名 

６ 議長の氏名 

７ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

 

 



 

＜役員の報酬等及び費用に関する規程＞ 

現行規程 変更案 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） （略） 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４）報酬等とは、公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律第５条第１３号で

定める報酬､賞与その他の職務遂行の対価

として受ける財産上の利益及び退職手当で

あって、その名称のいかんを問わない。費

用とは明確に区分されるものとする。 

（５） （略） 

（定義等） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） （略） 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４）報酬等とは、公益社団法人及び公益財団法

人の認定等に関する法律第５条第１４号で

定める報酬､賞与その他の職務遂行の対価

として受ける財産上の利益及び退職手当で

あって、その名称のいかんを問わない。費

用とは明確に区分されるものとする。 

（５）（略） 

（報酬の支給） 

第３条 

 （略） 

（常勤役員の報酬の支給） 

第３条 

 （略） 

（新設） （非常勤役員の謝金の支給） 

第３条の２ この法人は、非常勤役員の特別の職

務執行の対価として、謝金を支払うことができ

る。 

２ 非常勤役員に支払う謝金は、その職務遂行の

態様に応じ日額又は時間額とする。 

（報酬等の額の決定） 

第４条 この法人の常勤役員の報酬月額は別表第

１「常勤役員俸給表」のとおりとし、「常勤役員

俸給表」のうちから、理事については理事会の

決議、監事については監事の協議で決めるもの

とする。  

２ 常勤役員に対する退職手当は、別表第２「常

勤役員退職手当の算出要領」に定める算式によ

り算出される額とする。 

３（新設） 

（報酬等の額の決定） 

第４条 常勤役員の報酬月額は別表第１「常勤役

員俸給表」のとおりとし、「常勤役員俸給表」の

うちから、理事については理事会の決議、監事

については監事の協議で決めるものとする。 

  

２ 常勤役員に対する退職手当は、別表第２「常

勤役員退職手当の算出要領」に定める算式によ

り算出される額とする。 

３ 非常勤役員の謝金は別表第３「非常勤役員の

謝金基準」のとおりとし、各年度の総額が５０万

円を超えない範囲内とする。 

（報酬の支給日） 

第５条 報酬は、年間報酬額を定める場合を含め、

月額をもって支給するものとし、毎月一定の定

まった日に支払うものとする。 

 

（報酬・謝金の支給日） 

第５条 報酬は、年間報酬額を定める場合を含め、

月額をもって支給するものとし、毎月一定の定

まった日に支払うものとする。 

 



２（新設） ２ 謝金は、毎月１日から末日までを一の計算期

間とし、毎月一定の定まった日に支払うものと

する。 

（報酬等の支給方法） 

第６条 報酬等は通貨をもって本人に支給する。

ただし、本人の指定する本人名義の金融機関口

座に振り込むことができる。 

２ 報酬等は、法令の定めるところにより控除す

べき金額及び本人から申出のあった立替金、積

立金等を控除して支給する。 

（報酬・謝金の支給方法） 

第６条 報酬及び謝金は通貨をもって本人に支給

する。ただし、本人の指定する本人名義の金融

機関口座に振り込むことができる。 

２ 報酬及び謝金は、法令の定めるところにより

控除すべき金額及び本人から申出のあった立替

金、積立金等を控除して支給する。 

 

 

 

別表第１ 常勤役員俸給表 

第１号  ３０万円 第６号  ５５万円 

第２号  ３５万円 第７号  ６０万円 

第３号  ４０万円 第８号  ６５万円 

第４号  ４５万円 第９号  ７０万円 

第５号  ５０万円 第１０号 ７５万円 

 

別表第２ 常勤役員退職手当の算出要領 

    （算出数式）月額×在職年数×係数 

別表第３ 非常勤役員の謝金基準 

日額 ２２，１００円 時間額 ７，４００円 

 （注）東京都が定める非常勤職員の報酬等に関する条例（昭和３１年８月１日条例第５６号）による金額を参

酌してこれを定める。 

 

 


